






















































































いう自発的目標を掲げていた。また、1997 年に採択された京都議定書では、ドイツは 6 種類の温












シュレーダー政権は原子力発電廃止のための原子力法改正を行う一方で、2000 年 3 月に電力買取
法を廃止し、それに代わる再生可能エネルギー法を制定し、同年4月に施行した。 （2）
再生可能エネルギー法は、一次エネルギー消費に占める再生可能エネルギーの比率を 2010 年




























発電設備の稼働開始から 5 年以内の場合は発電電力量 1 キロワット時あたりの買い取り補償
額を17.8ペニヒ（9.10セント）以上、5年超の場合は12.1ペニヒ（6.19セント）以上とする。
ただし、2002 年 1 月以降に稼働を開始した設備に対しては、稼働開始が 1 年遅れるごとに買
い取り補償額を1.5％ずつ引き下げていく。
＜水力・有機廃棄物ガス・坑内ガス・排水浄化場ガス発電＞






発電設備の出力 500 キロワット以下の場合は発電電力量 1 キロワット時あたりの買い取り補
償額を20ペニヒ（10.23セント）以上、出力5,000キロワット以下の場合は18ペニヒ（9.21セ
ント）以上、出力5,000キロワット超の場合は17ペニヒ（8.70セント）以上とする。




























消費者に転嫁されることになった。このコストは、2000 年時点では 6 億 6,700 万ユーロであった
が、2004年までには24億3,000万ユーロへと急速に増加した。このコストを補填するために電力









































・平地の太陽光発電設備に対する買い取り補償額を発電電力量 1 キロワット時あたり 45.7 セント
以上とする。
・太陽光発電設備が建物または防音壁に接してあるいはその上に設置されている（建物への据え




















であり、その発電設備容量は、再生可能エネルギー法が制定された 2000 年時点では 600 万キロ
ワットであったが、2003年までには1,460万キロワットへと2倍以上に拡大していた。これに対し































海上風力発電設備に対しては、稼働開始が 1 年遅れるごとに買い取り補償額を 2 ％ずつ引き
下げていく。
＜水力発電＞






2005 年 1 月以降に稼働を開始した設備に対しては、稼働開始が 1 年遅れるごとに買い取り補
償額を1％ずつ引き下げていく。
＜有機廃棄物ガス発電、排水浄化場ガス発電、坑内ガス発電＞





方式の発電に使用される場合には、買い取り補償額を発電電力量 1 キロワット時あたり 2 セ
ント増額する。
2005 年 1 月以降に稼働を開始した設備に対しては、稼働開始が 1 年遅れるごとに買い取り補
償額を1％ずつ引き下げていく。
＜バイオマス発電＞
出力 150 キロワット以下の設備の場合には買い取り補償額を発電電力量 1 キロワット時あた
り11.5セント以上、出力150キロワット超～500キロワット以下の設備の場合には9.9セント





2005 年 1 月以降に稼働を開始した設備に対しては、稼働開始が 1 年遅れるごとに買い取り補
償額を1.5％ずつ引き下げていく。
＜地熱発電＞














（1）Gesetz  über  die  Einspeisung  von  Strom  aus  erneuerbaren  Energien  in  das  öffenltiche  Netz 
































































































































に引き上げることが決定され、さらに、温室効果ガス排出量を 2020 年までに 1990 年と比較して













める再生可能エネルギー発電の比率を 2010 年までに 12.5 ％に引き上げるとした 2004 年再生可能
エネルギー法における目標に対して、実際にはすでに 2006 年にはこの比率が 11.6 ％に達してお
り、2007 年には 13 ％を越えて、同法における目標を上回る見込みであること、再生可能エネル
ギー発電の促進によって電力部門において 2005 年には 3,800 万トン、2006 年には 4,400 万トンの
二酸化炭素排出量削減が実現されたこと、再生可能エネルギー利用に関する設備の建設と運営に
よって 2005 年に約 181 億ユーロ、2006 年に 229 億ユーロの売り上げが達成され、そのうち 142 億
ユーロは再生可能エネルギー法の影響によるものであること、再生可能エネルギー関連分野の被
雇用者数が 2004 年時点の約 160,000 人から 2006 年には約 236,000 人へと増加し、2006 年だけでも










比率を 12.5 ％引き上げるという 2004 年再生可能エネルギー法において規定されていた目標が予
定より 3 年早く達成される見通しとなったことを受けて、発電電力総量に占める再生可能エネル

























ロワット時あたりの買い取り補償額を 43.10 セント、出力 30 キロワット超～ 100 キロワット
以下の場合には40.91セント、出力100キロワット超～1,000キロワット以下の場合には39.58
セント、出力1,000キロワット超の場合には33.0セントとする。


























るという従来の方針が転換され、2009 年以降に新設される発電設備に対して、稼働開始後 5 年間





























また、2010 年 1 月以降に稼働を開始する水力発電所に対しては、稼働開始が 1 年遅れるごとに
買い取り補償額が1.0％ずつ引き下げられるという従来の年間低減率が維持されることになった。
＜バイオマス発電＞
バイオマス発電は 2000 年から 2006 年までの間に 4 倍以上に拡大したが、原料コストの上昇も
見られることから、買い取り補償額が中小規模の発電設備については発電電力量 1 キロワット時


















買い取り補償額が設備の出力 10,000 キロワットまでは発電電力量 1 キロワット時あたり 16.0 セ
ント、出力 10,000 キロワット超の部分については 10.5 セントとされた。ただし、2015 年 12 月以
前に稼働を開始した設備の場合には、上記の買い取り補償額が 4.0 セント引き上げられることに
なった。





























（7）Erfahrungsbericht  2007 zum Erneuerbare  -Energien-Gesetz  (EEG-Erfahrungsbericht  2007), Deutscher 
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